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１．はじめに

2016年10⽉の中旬に実施した英国酪農乳業現地調査の報告書をここにお届けします。
この調査は、ＩＤＦのWorld Dairy Summit2016がオランダのロッテルダムで開催されることから、それに

合わせて、Ｊミルク中央会員、ＧＤＰ⽇本国内会員にＪミルクが呼びかけて実施したものです。また調査を
より充実したものにするために、乳の学術連合などの研究者の⽅にも参加をお願いしました。

調査先である英国の酪農乳業は、ヨーロッパの中では、⽣乳⽤途が飲⽤⽜乳などのフレッシュな製品であ
ることや乳業者が商系資本の⽐率が⾼いことなど、⽇本の産業構造との共通点が多くあります。また、２０
年前に解体されたＭＭＢ（ミルク・マーケティング・ボード）は、⽇本の指定団体・⽤途別取引制度の原形
です。そうしたことから、指定団体改⾰の議論が⾏われている中で、近年の英国の酪農乳業の変化や現状と
課題について調査し、その情報を業界の皆さんにお伝えすることが、⼤変有意義であると考えた訳です。

既に、この調査で得られた情報や成果の⼀部は、他の⽅法でお伝えできていると思いますが、この報告書
では、調査の全体について丁寧に整理できたと思います。関係者の皆様のお役にたてれば幸いです。

なお、この報告書の作成に当たっては、⼤変繁務な中で、参加者の皆様に、原稿と調査先の資料チェック
をして頂きました。また、掲載されている情報をご覧いただければわかるように、英国の調査先の皆様には、
私どものために本当に質の⾼い資料を準備して頂きました。参加者及び英国の関係者に⼼より感謝致します。

２０１７年２⽉ ⼀般社団法⼈Ｊミルク 前⽥ 浩史
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２．調査の趣旨と概要

趣 旨

わが国酪農乳業は、TPP合意などを背景に、これまで以上に国際乳製品市場との関係が強まることは避けられない状況にある。

また、国内においては⽣乳流通のあり⽅について、加⼯原料乳⽣産者補給⾦制度の⾒直し検討が開始されたほか、規制改⾰

会議が指定団体制度の⾒直しを提⾔するなど、わが国の酪農乳業制度の根幹に係る政策議論が⾏われているところである。

こうしたことから、わが国酪農乳業は、⽶国、EU、オセアニアなどの主要酪農国の⽣産・流通・市場等の変化や酪農乳業制

度の動向に注視するとともに、IDF・GDP・IFCNなどと連携し、乳の学術連合の協⼒を得ながら、必要な情報を収集・整理し、

共有することが重要となっている。

以上の観点から、わが国酪農乳業と産業構造において共通点が多く、また近年における⼤きな⽣乳取引の制度改⾰を経て、

EUにおいて着実な発展を遂げた英国酪農乳業の現地調査を、下記の通り実施した。

企 画：⼀般社団法⼈ Ｊミルク

期 間：2016年10⽉10（⽉）〜10⽉13⽇（⽊）

調査団の構成：Ｊミルク中央会員、乳の学術連合会員
ＧＤＰ⽇本国内会員、Ｊミルク事務局

参加⼈数：10名（事務局含む）

調査国：英国 （イングランド及びウェールズ）

現地調査先： Dairy UK
AHDB, AHDB Dairy（DairyCo), NFU
Mansel Raymondʼs Home Farm
Christopher Jamesʼs  Home Farm
Tesco PLC
Tesco Dairy Centre of Excellence
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３.主な調査テーマ

主要な調査テーマ

（１）MMB解体以降の酪農乳業産業の構造変化と課題解決のプロセス

（２）酪農⽣産基盤強化のための取り組みの全体像

（３）主要産地の酪農⽣産の動向と代表的な農場経営

（４）主要な⾷品⼩売りチャネルの実態と消費動向

（５）酪農乳業（取引･流通･消費動向等）の現状・課題

（６）⽣乳取引に係る最近の制度改⾰と新たな取り組み等
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４．調査の⽇程

日付 時間 主な内容 スケジュール

 【Dairy UK】

 講師：Mr.Peter Dawson
　　  　 Dairy UK  Policy & Sustainability Director

 テーマ： ①MMB解体以降の酪農乳業産業の構造変化と課題解決
　　　　　　　のプロセスについて

 　　　　　 ②酪農生産基盤強化のための取り組みの全体像について

12:30
｜

18：30
 （移動：ロンドン→ウェールズ）

 【牧場視察】

 テーマ：主要産地の酪農生産の動向と代表的な農場経営

　①Mansel Raymond's Home Farm：生乳生産専門の牧場

　②Christpher Jame's Home Farm：加工原料乳のみを出荷する牧場

 【英国酪農団体（AHDB Dairy（旧DairyCo）、NFU）】

 講師：Ms. Delyth Davies
         AHDB Dairy　Head of Dairy Development Wales

政策の歴史
～現在に至るまで

17:00
｜

19：00

酪農生産

1日目
10/10
（月）

10/11
（火）

2日目

9:30
｜

12:30

9：30
｜

16：00

日付 時間 主な内容 スケジュール

 【スーパーマーケット視察】

　調査先：TESCO、Sainsbury's、ASDA、LiDL、Waitrose

　（移動：ハバ―フォードウエスト→チェスター）

 【ＴESCO酪農研究所セミナー】

 講師：Dr.Nic Parsons
　　　　Tesco PLC Agricultual Manager
         Dr. Rob Smith
　　　　Tesco Dairy Centre of Exsellence project maneger

 テーマ：  ①酪農基盤強化に向けた関係者の取り組み

　　　　　　②酪農乳業（取引・流通・消費動向）の現状と課題

             ③生乳取引に係るＥＵの制度改革と英国の取り組み等

4日目
10/13
（木）

流通・政策

市場調査
10：00

｜
16：00

10:00
|

15:00

3日目
10/12
（水）
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/ Dairy UK
Address：93 Baker Street London W1U 6QQ
Tel：+44 20 7486 7244
HP：http://www.dairyUK.org

Mansel Raymond's 
Home Farm
Address：Jordanston Hall, Letterston,
Haversfordwest, Pembrokeshire, SA62 5UL
Mail：raymond.jordanston@virgin.net

Christopher James's 
Home Farm
Address：Pembrokeshire, SA71 5DQ
Tel：+44 164 666 1244
Mail：stackpole@btopenworld.com

AHDB Dairy
Address：Stoneleigh Park, Kenilworth, 
Warwickshire, CV8 2TL
Tel：+44 247 669 2051 
HP：http://dairy.ahdb.org.uk/

DairyCo
DairyCo is a division of the AHDB.

NFU
Address：Stoneleigh Park, Stoneleigh,
Warwickshire CV8 2TZ
Tel：+44 024 7685 4444
HP：http://www.nfuonline.com/home/

Tesco Dairy Centre
of Excellence
Address：University of Liverpool, 
Wood Park Farm, Neston, Cheshire, CH64 7TB
HP：https://www.liverpool.ac.uk/
veterinary-science/workingwithbusiness/
project-examples/

10
11

/

10
12

/

10
13

/

Supermarket

２０１６年１０月１０日（月）～１３日（木）

５．調査の⾏程
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全⾏程、バス移動
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６. 報告① −Dairy UK−

【報告者】
⼀般社団法⼈⽇本乳業協会 常務理事 本郷 秀毅
東京⼤学⼤学院 経済学研究科 准教授 ⽮坂 雅充
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①要 約

セミナーは、事前に⽤意していただいた資料に基づき⾏われたが、
資料内容が充実している中で通訳に要する時間などの制約もあるた
め、当⽅の関⼼の⾼い課題を中⼼に説明していただいた。

重点的に説明していただいたのは、第1に、ミルク・マーケティン
グ・ボード（MMB）の解体過程に関連して、その背景、結果、現在
から⾒た評価などである。第2に、MMBに⽐べればわずかな時間で
はあるが、現在の酪農・乳業の現状に関連して、⼩売提携契約
（Retailer Aligned Contract）について、英国最⼤⼿の⼩売業者であ
るTESCOの例を参考に説明していただいた。

英国における酪農調査の第1⽇⽬の訪問先として、調査団は英国の乳業団体であるDairy UKを訪れた。
当初の予定では9時30分の開始予定であったが、訪問先に早く到着したため、予定より15分程度早く9時15分頃にはセミナー

を開始していただいた。質疑応答が活発だったため、終了も予定より15分程度オーバーしたが、快く対応していただいた。対
応していただいた政策部⻑のピーター・ドーソン⽒には⼼より感謝申し上げたい。

Dairy UK本部にて、ジュディス・ブライアン会⻑（現
IDF会⻑）と講演者のピーター・ドーソン⽒とともに。
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１．MMB の概要
MMBは1933年に創設され、約60年後の1994年に解体された。英国内には、地域ごとに5つのMMBがあり、このうちイング

ランド・ウェールズMMBは、⽣産者数において全国の7割以上、⽣乳⽣産量で8割以上のシェアを占める最⼤の組織であった。
MMBはわが国の指定⽣乳⽣産者団体（以下「指定団体」）に相当する組織であり、英国内で⽣産された⽣乳の⼀元集荷多元販
売の権限を有していた。乳業との⽣乳取引価格は⽤途別に異なり、⽣産者への⽀払いはプール乳価でなされていたことも指定
団体と同様である。なお、英国で⽣産される⽣乳の約50％は飲⽤に仕向けられ、⾃給率は80％強と、英国の市場構造は、ヨー
ロッパの中では最も⽇本の市場構造に近似している。

２．MMB解体の背景及びその過程
MMB解体の背景は、第1に、法律上の盲点により、⽣産者が直接消費者向けに低脂肪⽜乳を販売することが可能だったこと。

第2に、法律の技術的側⾯により、MMBが低収益商品から⾼収益商品へ⽣乳の配乳先を移すことが妨げられたこと。第3に、英
国政府が規制緩和志向を強めていたこと。第4に、英国の酪農家は、他のEU諸国の酪農家と⽐べて⼗分な利益を得ていないの
ではないかとの不満があったことである。

英国の酪農家⼾数で7割以上のシェアを有していたイングランド・ウェールズMMBを例にとれば、MMBの解体により、その
後継組織として⼀元集荷多元販売の権限を持たないミルク・マークという⽣乳販売のための農協組織が設⽴された。しかしな
がら、MMBによる⼀元集荷多元販売・需給調整の機能が失われたことにより、⽤途別価格が維持できなくなり、飲⽤向け、加
⼯向けなどの⽤途別に価格差のない単⼀乳価となった。ミルク・マークにより提案された契約タイプ別の乳価形成⽅式で⽣乳
が販売される⼀⽅で、乳業メーカーは⼤規模酪農経営などとの直接取引を拡⼤するために集乳競争を展開した。
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その結果、MMB解体後、約2年間はそれまでの飲⽤向けの乳価⽔準を維持できたものの、乳業メーカーが⼤規模酪農経営な

どとの直接取引によって⼀定の集乳地盤を確⽴すると、集乳競争を背景にしたプレミアムは消失していった。こうして⽣産者

のミルク・マークからの離脱が加速化し、ミルク・マークの集乳シェアは低落していった。⽣乳取引交渉⼒はさらに低下し、

取引乳価が低下するという悪循環に陥った。

その後、乳価は最も低いバター・脱脂粉乳向けの加⼯乳価⽔準にまで低下し、単⼀となった乳価は、その加⼯向けの価格⽔

準に張り付いて推移した。しかも、その下落幅は⼤きく、わずかの期間に3割以上もの低下を⽰し、⽣産者所得の多⼤な損失を

招いた。
乳価は加⼯向けの下限値⽔準まで低下したものの、飲⽤⽜乳の⼩売価格は下がらなかった。乳業メーカーのマージンの取り

分にも⼤きな影響はなかったことから、結果的に、酪農家の所得が⼩売業に移転されただけだった。加⼯向け⽔準にまで低下
した乳価は、2007年に乳製品の国際商品市場価格が急騰するまでの約10年もの間、低迷したままだった。その後は短期間に⼤
きな乳価変動を繰り返しており、ミルクサプライチェーンの安定という点で、消費者にも、⼩売業にも、乳業にも、そして酪
農家にも、望ましい姿にはなっていない。

以上のとおり、MMBの解体という規制緩和対策により、英国の酪農家の所得は⼤幅に低下し、酪農経営の将来性を悲観した
酪農家の離脱が加速した。乳業メーカーの過半が外国資本に置き換わり、消費者ニーズに応じた⽣産どころか、酪農・乳業を
⼩売業が⽀配する体制ができあがった。政府は「競争を促し酪農と乳業の体質を強化する」ことを⽬指したが、結果的に、英
国の乳業者の過半は外国資本に市場を明け渡してしまった。ドーソン⽒によれば、「MMBは基本的に間違ってはいなかった。
⽣乳流通も効率的であった。こうした経験を踏まえると、今でもMMBが望ましいシステムであったと考えている」とのことで
あった。
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このことは、わが国の指定団体制度改⾰を考えるとき、⼤いに参考になるものと思われる。制度改⾰を実施するに当たって
は、中⻑期的な視点に⽴ち、将来起こり得る様々な変化に対して、慎重な配慮が必要であると感じた。

【考察：MMB と指定団体の相違点】

ここでは、MMBと⽇本の指定団体の相違点について考察する。具体的には次のとおりである。
第1に、MMBは域内で⽣産されるすべての⽣乳について⼀元集荷多元販売する権限を付与されているのに対して、指定団体

への参加は酪農家の⾃由意思に委ねられているという点である。このため、英国ではMMBへの参加は酪農家の義務であり
100％であったのに対して、⽇本の酪農家の指定団体への参加率は約97％となっている。

第2に、MMBの⼀元集荷多元販売は地域内完結型であるのに対して、指定団体は他の指定団体の管轄する地域の乳業メー
カー（⼯場）に⽣乳を販売することができるという点である。このため、隣接する地域同⼠の指定団体間などでは、乳業メー
カーへの⽣乳販売をめぐる競争が⾏われている。

第3に、MMBの下では⽤途別取引により飲⽤向け・加⼯向けの乳価が異なるが、指定団体においては⽤途別に乳価が異な
るだけでなく、加⼯原料乳には補給⾦が交付されるという点である。このため、加⼯原料乳の販売乳価の不利性が補正されて、
指定団体に⽣乳販売を委託する⽣産者（いわゆるインサイダー）と指定団体を介さずに飲⽤向け市場に限定して⽣乳をブロー
カーあるいは乳業メーカーに直接販売する⽣産者（いわゆるアウトサイダー）との実質的な⼿取り乳価の格差が⼩さくなる。
酪農家は指定団体による需給調整のリスクを負担することになるにもかかわらず、指定団体への参加率は⾼い。

以上のとおり、英国のMMBが極めて厳格に⽣乳を管理していたのに対して、⽇本の指定団体の⽅が規制は緩やかであり、指
定団体と指定団体に参加しない⽣産者との間や指定団体間で、⼀定の競争が⾏われている点が異なっているといえる。



13

３．⼩売提携契約
MMBの解体に伴って⽣乳取引価格が低下し、乳製品の国際商品市場価格との連動性を⾼めている。⼀般に、英国の消費者は

酪農家に対するシンパシーが強いため、⼩売業者は消費者の信⽤を勝ち取るために、酪農家に対して公平な価格を⽀払ってい
ることを訴求しようとする。また英国の⽜乳の⼤半は⼩売業者のプライベート・ブランド⽜乳（PB⽜乳）であり、⽣乳⽣産の
縮⼩によって必要とする飲⽤原料乳の安定的な調達が難しくなり、消費者への飲⽤⽜乳の安定供給に⽀障が出ることを⼩売業
者は危惧するようになった。このため⼩売業者は⽣乳⽣産費に⾒合った価格、なだらかな価格変動を実現する⼩売提携契約を
提案し、動物福祉などの⼀定の要件を満たす酪農家を募り、安定的な⽣乳調達を図るようになった。

たとえば、この取組みを主導する最⼤の⼩売業者であるTESCOは、TSDG（Tesco Sustainable Dairy Group）という⽣産者
グループに参画する約700⼾の酪農家と提携契約を結び、PB⽜乳の原料乳を調達している。消費者からは好意的に評価されて
おり、TSDGに参画している酪農家の経営の安定化にも寄与している。しかしこのグループに⼊れない酪農家は乳製品の国際
価格に対応した低く変動の激しい取引乳価に⽢んじなければならず、酪農家間の軋轢を⽣んでいる。
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②プレゼン資料
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１．MMBに関する質疑応答

Q１. MMBのシステムでは、飲⽤向けの⽤途別価格維持のために、国内市場は輸⼊から切り離されていたのか。
Ａ． 英国は⽇本と同様に島国であり、⽣乳をタンクで持ってくるメリットはない。また、飲⽤⽜乳も⽔と同じくタンクで持っ

てくるメリットはない。さらに、英国の飲⽤⽜乳は低温殺菌（LTLT）⽜乳であり、ヨーロッパ⼤陸の超⾼温殺菌（UHT）⽜
乳とは異なることも輸⼊を抑制する要因となっている。

Q２. 乳製品向けの加⼯向け乳価はどうか。
Ａ． 英国内の乳製品製造コストが考慮されて加⼯向け乳価が決められた。バターやチーズの製造コストは⼩さいので、問題は

なかった。MMBは消費者向けの製品価格の安定に貢献するとともに、需要に応じた⽣産を⾏っていた。

Q３. MMB解体の背景の⼀つとされている消費者への低脂肪⽜乳の直接販売は、酪農家が⽣産して販売していたのか。
Ａ． ⼀部の⼩規模酪農家が⾃ら加⼯して販売も⾏っていた。MMB解体の背景は政治的なものであり、⼀部の⽣産者は規制緩和

をよしとしていた。英国の⽣産者は、他のヨーロッパ諸国の⽣産者よりも利益を得ていないのではないかとのフラスト
レーションがあった。

③主要な議論
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Q４. 「加⼯向け⽣乳の供給を確保するため、MMBが⾼収益となる飲⽤向けの⽣乳供給量を勝⼿に増やすことができなくなっ
ていた」とされるが、具体的にはどういうことか。

Ａ． EUへの乳製品輸出のため、輸出⽤の⽣乳を確保しなければならなかった。たとえば、EUへのバター向けとして⽣産した
⽣乳は、供給責任を果たすために⾼い飲⽤向けには回せなかった。理論上はより乳価が⾼い飲⽤向けにも回せるが、飲
⽤需要は安定しているため、追加供給はほとんどできない。⽣乳⽣産はクオータ制度のもとで安定的であった。⽤途別
の⽣産量は、市場実勢をみながら乳業メーカーがMMBと協議して決め、予定を含めMMBに報告することとなっていた。
⺠間企業に対して、何々を作れとはいえない。MMBは乳業が必要とする⽣乳の数量を保証する責務を負っていた。
マージンは飲⽤も加⼯も差はなく、利益は安定的で⾼かった。共通農業政策（CAP）のため、他のEU諸国では乳価は単
⼀価格であり、バター、チーズなどの市場価格の差は⼩さかった。
カナダの乳価システムはいまでもMMBと同じシステムであり、飲⽤向けなどの⾼いプレミアム乳価で輸出⽤乳製品のコ
ストを賄っている。ただし、英国のMMBはそうしてはいなかった。
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Q５. MMB解体後、⼀気に単⼀価格となったのか。
Ａ． すぐに単⼀価格となった。MMBの下では乳業が処理する⽣乳の⽤途、数量に規制があったが、MMB解体により処理⽤途が

⾃由になり、飲⽤⽤途での処理が優先され、その結果、飲⽤・加⼯とも同⼀の単⼀乳価となった。その後、⽣産者価格は急
低下したが、⽜乳の⼩売価格は変わらなかった。結果的に、酪農家の利益が⼤幅に減り、乳業メーカーのマージン取り分は
ほとんど変わらず、⼩売業者の利益だけが増える結果となった。酪農家は、MMBの解体により加⼯向けの価格が飲⽤向け
の価格⽔準に鞘寄せされ、⽣産者価格が上がると思っていたが、逆の結果となった。酪農家は基礎的な知識を持っていな
かった。乳業メーカーはブランド化した商品が少なく、価格を上げられなかった。30年前は宅配⽜乳（ドアステップ・ミル
ク）が中⼼であり、政府規制により⼩売価格と同じ価格だったので消費者は宅配⽜乳を選択していた。1984年の⼩売の規
制緩和により宅配価格は維持されたものの、⽜乳の⼩売価格は下がった。このような⽜乳市場の変化に対し、乳業メーカー
はブランド商品の開発ではなく、⽜乳の容器をガラス瓶からプラスチックボトルに変えて、⼤規模⼯場での⽣産効率向上に
よって対応しようとした。こうして⼆⼤乳業が誕⽣し、飲⽤⽜乳のほとんどは⼩売業者のプライベート・ブランド（PB）
となった。
MMB解体の動きに対して、乳業は制度維持を希望していた。政府は価格を下げるために、乳業メーカーを統合し、酪農家
には競争をしてほしいと希望していた。酪農家は⾼乳価の実現を希望していた。そのために酪農家が望んでいたのはMMB
をなくすことではなく、乳業メーカーの乳価交渉団体であるDairy Trade Federationをなくすことであった。乳業における
独占をなくし、交渉の⼒関係を⽣産者有利にしたかった。⼤規模酪農家にとっては、⾼い乳価は達成できなかったが、輸送
コストのプールがなくなることにより、輸送コストは安くなったかもしれない。結果の予測はできた。
いまでも議論はあるが、どういう理論がよいのか全くみえない。穀物や⽣花市場であれば、市場参加者はみんなよく理解し
ているが、⽣乳はそうではない。商品市場の動きがみえない中、政府がわけもなく介⼊したがる。
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Q６. MMBは効率化のための取組みなどはしなかったのか。
Ａ． 英国では乳業の加⼯施設が多すぎたので、過剰施設を整備するための補助を⾏っていた。

Q７. MMBのシステムにおいて、誰が⽤途別取引などのデータを検査していたのか。
Ａ． MMBの職員である監査官が⾏っていた。

Q８. 飲⽤向けに限定して販売する業者はいなかったのか。MMB解体後はどうか。
Ａ． MMBは独占購⼊権を持っていたので、そのような業者はいないし、不可能であった。MMB解体後にそのような可能性はあっ

たであろうが、乳業メーカーはそのようには動かなかった。乳業メーカーは最も儲かる⽤途に⽣乳を振り向けようとした。
英国では庭先での⽣乳取引なので、乳業メーカーは⽣産者と直接契約する場合には、輸送コストを低減するため、⼯場近隣の
酪農家から⽣乳を確保するようにした。飲⽤⼯場は英国東部の消費地に⽴地し、乳製品⼯場は⻄部の⽣産地に⽴地している。
しかしながら、東部では酪農よりも穀物⽣産の⽅が儲かるため、酪農家は減少した。この業界の中でもっともリスクを負って
いるのは酪農家である。⽣乳を⽣産した段階では、それが何の⽤途に仕向けられるのかわからないからである。
MMBは基本的には間違っていなかった。⽣乳流通も効率的であった。供給（⽣産）は安定していたし、乳業メーカーも安定
していた。消費者にも安定供給が図られ、価格も安定していた。こうした経験を踏まえると、今でもＭＭＢが望ましいシステ
ムであったと考えている。規制緩和は⾮現実的であった。改⾰は⽣産者が求めたこととは異なる結果をもたらした。いまでも
MMBを残しておいた⽅がよかったという議論がある。
英国の酪農家の経営規模は、他のEU諸国の酪農家の経営規模よりも⼤きい。価格は下がったが、EUからの補助が増えた。
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２．⼩売提携契約に関する質疑応答

Q． ⼩売業者はその後どのような対応をとったのか。
Ａ． 穀物価格が⾼騰し⽣産コストが上昇する⼀⽅、乳製品の国際商品市場価格が⾼騰し⽣産が回復しつつある中、2008年のリー

マンショックに伴い乳製品の国際商品市場価格が急落し、2008年後半から2009年にかけて「欧州酪農危機」に⾒舞われた。英
国の酪農家は低い⽣乳価格に怒り、デモを開始し、⼩売業者に圧⼒をかけるため、封鎖や配送の停⽌などの⾏動に出た。こう
した事情を背景に、2007年に英国最⼤⼿⼩売業者のTESCOが⼩売提携契約を開始した。

この結果、TESCOが販売する飲⽤⽜乳向けに⽣乳を供給する⽣産者に対しては、⽣産費を考慮した乳価が⽀払われることと
なった。⼩売業者が仕切っているものの、契約は乳業者と⽣産者の間で結ぶ。参加する⽣産者はすべてのコストを提⽰する必
要がある。調査は第三者であるコンサルタント会社が⾏う。TESCOの例をみて、他社も同様の仕組みを導⼊しつつある。対象
となる⽣乳は英国産⽣乳の約20％であり、飲⽤向け⽣乳に限ればその⽐率は倍の約40％になる。残りの約80％の⽣乳は乳製品
市場価格のトレンドで決まる。この取組み（TSDG）に参加しない⽣産者は、⾃分たちにしわ寄せがくるとして不満を⽰してい
る。乳業メーカーも⾯⽩くはないだろう。TESCOの販売価格は50ペンス/Lくらいであり、⽣産者取り分が20〜30ペンス/L、乳
業者取り分が18ペンス/L、⼩売のグロスマージンは客寄せのために圧縮されてきており5ペンス/Lくらいか。また、⽣乳・⽜乳
の輸送コストは1.5ペンス/Lくらい。乳製品加⼯の場合は⼩売マージンが動くが、乳業のマージンは安定している。

現在、TESCOのTSDGには約700⼾が参加しているが、メンバーが減ったため、また新規の酪農家を採⽤し始めている。具体
的な乳価は、契約⽣産者の供給する⽣乳の80％に対しては飲⽤向けの契約価格で、残りの20％については保証しない（通常の
加⼯向けの取引価格）という契約である。スーパーマーケットとして⽣産者を⼤事にする取組みを⾏っているというイメージ
戦略であり、多少マージンが減ってもよいと考えているようである。乳価が下がると、⼩売業者への社会的批判が⾼まるので、
これを回避しようとしている。



30

３．P.O.に関する質疑応答

Q. ⽣産者組織（P.O.：Producers Organization）をどのように評価するか。
Ａ．P.O.は農協のような交渉⼒はない。⽣産者に対するアドバイスのみである。具体的には、乳業メーカーとの交渉をスムー

ズにすることや契約内容が現実的なものとなるようにアドバイスすることが中⼼である。評価を⾏うにはまだ早すぎる。
英国にはP.O.はひとつしかなく、乳業1社のみと交渉を⾏っている。⽣乳取引交渉だけが業務のPOはすべて失敗している。
NFU（全国農業者連盟）はP.O.ではなく、P.O.を設⽴するように促している組織である。

政策・持続可能性部⾨部⻑のピーター・ドー
ソン⽒によるプレゼン。

当⽇のプレゼン資料は出国前に確認し、現地では質疑応答の時間を多くとった。
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④調査先の概要

１．Dairy UKについて
英国の乳業、酪農家の代表、酪農協、飲⽤乳販売業者など酪農・乳業に関するさまざまな分野の

関係者が会員となっており、これらの産業全体のための情報の提供や、政府への意⾒提⾔などを⾏
う組織。

２．主な活動内容
① 英国内の安全で安定した乳業サプライチェーンの維持。
② 業界の発展と成⻑課題に焦点をおき、政府の輸出取り組みへの⾼い関与など、

業界全体でイニシアチブを発揮している。
③ Dairy Roadmapやその他のイニシアチブを通して、持続可能で環境的な最善の活動を

⾏っている英国乳業界のリーダーとしての⽴場を守っていく。
④ Dairy Councilと協⼒し、健康でバランスのとれた⾷⽣活の中で栄養に富んだ⾷品として英国の⽜乳乳製品を擁護する。
⑤ 政策⽴案者や意⾒に影響⼒のある⼈たちと、ウエストミンスターでのDairy All-Party Group（乳の全政党グループ）や

各政権におけるイニシアチブを通して積極的に関わりを持ち、乳の問題を全レベルの政治家に正確に要旨の説明をする。
⑥ 政策、栄養、サプライチェーン整合性や持続可能性におけるEU問題に、直接EU委員会やEUの酪農乳業団体を通して携

わっていく。
⑦ 同じ内容の世界問題に、Codex、WHOとFAOとIDF、GDPやDairy Sustainablity Framework（DSF）を通して携わっ

ていく。

本部はロンドン･ウエスト
エンド中⼼部。
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７. 報告② −AHDB Dairy−

【報告者】
全国農業協同組合連合会 酪農部 乳製品第⼀課 課⻑ ⼭⽥ 博之
名古屋⼤学⼤学院 ⽣命農学研究科 准教授 ⽵下 広宣
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①要 約

 英国の⽣乳⽣産量は1,250万トン/年。約1万⼾の⽣産者。⽣乳⽣産は牧草地条件の良い⻄部に集中している。
 平均的な英国酪農家は⽣乳⽣産量は1,000トン/年、150頭/⼾であるが、実際の⽣乳⽣産は150頭/⼾以上の⼤型酪農家に

集中している。
 多くは通年搾乳であり、年間6か⽉放牧するのが平均的である。
 1974年を飼養頭数のピーク（350万頭）に漸減傾向となっており、現在は200万頭程度。⼀⽅、⽣乳⽣産量はほぼ14百

万トンを保っており、1頭あたりの泌乳量の増加がみられる。これは遺伝的な改良と飼養形態変更、飼養技術向上によ
る。

 酪農家⼾数は1966年の12万⼾が2014年には1万⼾を割り込むほど減少。対して1⼾当たりの飼養頭数は平均20頭/⼾から
150頭/⼾と⼤型化が進んだ。（酪農家1⼈が英国⺠4,200⼈を養っている。）

 乳質は近年は⾼タンパク傾向にあり、タンパク質3.33％、乳脂肪4.05％、体細胞数160千、総菌数26千となっている。
 使⽤⽤途は飲⽤向けが約50%、チーズ（チェダーが⼤半）が30％、粉乳類が10％となっている。
 Arla（デンマーク）とMuller（ドイツ）で全体の50％以上の乳を処理しており、英国籍の乳業の処理は少ない。（市場

競争に負けた）
 ⽜乳乳製品の販売は量販店中⼼となっており、圧倒的なシェアをTESCOが有している。次いでSainsburyʼs、ASDAと

なっている。協同組合での販売も検討しているが、近年ディスカウント店の台頭が⽬⽴つ。
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 ⽜乳の消費は増加傾向にあるが、PB商品がけん引している。
 ⽜乳の価格は40〜50ペンス/L（＝56〜70円/L）で5年前に⽐べ2割安となっている。主な消費は紅茶・コーヒーとシリア

ル向け。
 ヨーグルトの消費も増加傾向であるが、ラグジュアリ―タイプや低脂肪タイプから全乳タイプへ消費が移⾏している。

これは消費者の健康志向によるところが⼤きい。
 健康志向の消費者は、低糖や低脂肪といった特定の成分へこだわるのではなく、より⾃然（より⼿の加わっていない）

なものを求める傾向にある。
 チーズはチェダーが⼤半であり、熟成度に応じてマイルド→ミディアム→熟成→超熟成とタイプが分かれている。売れ

筋は熟成タイプ。主な⽤途はサンドィッチやパスタ等の料理向け。
 英国⺠にとって酪農は⾝近な産業であり、酪農⽣産減が⽣じた場合、何らかの措置を講じるべきとの意⾒が74％を占め

る。また最低でも⽣産コストのカバーはするべきとの意⾒が80％となっており、50％近い国⺠が10％の値上げを容認す
る考えである。

AHDB Dairyのウエールズ
酪農発展部⾨トップディ
リス・デイヴィーズ⽒。

午前中に視察した両牧場の経営者も交えてディスカッションを⾏った。
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②プレゼン資料
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③主要な議論

１．増えた舎飼い式農場

イギリスでは、年間1,000トン未満、飼養頭数150頭以下、6〜8か⽉放牧の酪農家が最も多い。その中で、ここ5年ほどある
構造変化が起こっている。それは、放牧時間ゼロの農場、いわゆる、舎飼い式農場の増加である。直近の割合で⾒ると、調査
した農場全体の5％が舎飼い式農場である。舎飼い式農場経営酪農家のほとんどは、⼤規模経営、飲⽤向け供給を採⽤し、そし
て、取引契約に際して強い交渉⼒を持つ。この交渉⼒は、集乳を⾏う乳業メーカーに集乳費⽤軽減をもたらす程の量の⽣産⼒
を酪農家が持つことで⽣まれている。また、この⼿の⽣産では、配合飼料が多く使⽤されているが、ここでも⼤量購⼊による
購⼊飼料単価軽減を実現し、飼料費⽤の抑制が図られている。

２．舎飼い式農場拡⼤に⽴ちはだかるのは？

さらなる規模拡⼤を⽬指す舎飼い式農場経営酪農家は少なくない。しかし、最近、⽜舎建築許可を得ることが難しくなって
きている。この背景にあるのは、⼟壌、⽔質への影響といった環境問題ではなく（そもそも⽜舎建築許可を得るにあたっては、
このような環境問題を引き起こさない施設でなければならない）、周辺住⺠対応とアニマルウェルフェアである。周辺住⺠は
⽜舎拡⼤に伴う臭気の悪化、交通量増加とそれに付随する騒⾳の悪化を懸念する。この懸念への対応が容易でなく、⽜舎拡⼤
の壁となっている。アニマルウェルフェアは、科学的⾒地に⽴てば、舎飼い式農場そのものが抱える問題ではないが、消費者
あるいは（消費者と直接対⾯する）⼩売店の考えるアニマルウェルフェアの概念にそぐわないことが問題となっている。
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３．MMB解体後の評価は？

MMBがあることで乳価が上昇しないと不満に思った⽣産者は⽣産者による市場コントロールを⽬指しMMB解体運動をした。
解体後2年間は乳価が上昇したが、その後リーマンショック等もあり乳価が下落した。MMB下で付加価値追求をしてこなかっ
た乳業は、⽣産効率追求による安売競争しかしてこなかった。そのためMMB解体後の乳製品国際相場の影響がストレートに乳
価に影響した。

⽣産者はMMB解体後、⽣産者組合を組織し、⽣産者資本の乳業を所有することで付加価値追求をするべきであったが、政府
による組合設⽴の規制が厳しく⼤きな組織を作ることができず、外資乳業による付加価値競争に対処できなかった。これも、
乳価下落の要因の⼀つになった。

４．フードチェーンにおいて最も弱いのは⽣産者

⽣乳は農畜産物の中でも特殊である。そのまま在庫することができず毎⽇の集荷・処理が必要である。しっかりと国でルー
ル化しなければすべての利益は量販店に吸い込まれてしまう。英国では乳価が下落し酪農家が抗議⾏動をとったことで、安売
りによる弊害に⼀般市⺠が気付いた。それにより⼤⼿量販店による⽣産者との直接契約という新たな取引形態が⽣まれたが、
結果として⽣産者がやらなければならない作業（記録、資料提出、勉強会出席等）が増加した。本来ならば⽣産者組織が⽣乳
を⼀元的に集荷販売するべきであった。

世界的に⾒ても⽣乳⽣産が伸びている国は⽣産者組織が強い。オランダ・ドイツ・ニュージーランド・北欧・アイルランド
を参考にしてほしい。失敗例はフランスやイギリスだ。
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④調査先の概要

 AHDB DAIRYはAgriculture and Horticulture Development Board(農業・園芸開発委員会）の6部⾨の⼀つで、2015年6
⽉にイギリスの酪農家出資によるシンクタンクDairyCoの後継組織として誕⽣した。

 英国の酪農家の課徴⾦(0.06ペンス/L）により運営される⾮営利団体で、酪農家に対し「濃厚飼料・粗飼料」「遺伝的改
良」「家畜繁殖」「家畜の健康・福祉」「経営技術と市場情報」に関する独⾃の学術情報を提供することにより、酪農
業の持続可能性を向上させることを⽬的としている。

 会員数9,500⼾（11,000⼈）、課徴⾦による年間予算は6.5千万ポンド。

ウェールズの酪農団体及び現地の主要な酪農家たちとの貴重な交流の場となった。
Wolfscastle country Hotelの会議室にて。



49

８.報告③
－ Tesco Dairy Centre of Excellence－

【報告者】
雪印メグミルク株式会社 常務取締役執⾏役員酪農部⻑ ⼩板橋 正⼈
森永乳業株式会社 執⾏役員酪農部⻑ 東倉 健⼈
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①要 約

 リバプール⼤学と英国⼤⼿流通TESCOが協働して設⽴
 量販店が乳業を⾶び越えて直接⽣産者の囲い込みとコスト管理まで及ぶビジネスモデルを構築
 当センターは乳質、家畜の健康やウェルフェア等から、⽣産効率性、環境までを評価する仕組み（QVIS）を作成し、

これを指導する機関としての位置づけ
 設定される買い取り乳価は⽣乳⽣産コストと同等
 乳価設定に酪農家を加えることで、TESCOとしては酪農家からの買い取り乳価の公平性を主張
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②プレゼン資料−１
−Tesco Dairy Centre of Excellence−
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9

研究所内を丁寧に説明して下さったTESCO酪農研究所の
ロブ・スミス⽒。

研究所の⽜舎前にて説明を受ける調査団。
⼈懐っこい仔⽜。
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②プレゼン資料−２
−Tesco Sustainable Farming Group - Dairy−
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9

午前と午後の２部に分けて、TESCOの酪農研究所と本社酪
農部⾨についてのプレゼン＆ディスカッションを⾏った。

英国在住で酪農乳業界に精通している藤原⽒の逐次通訳により、
現地調査の質が⾼まった。
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③主要な議論

１． TSDGの内容と契約

 TSDG：TESCO Sustainable Dairy Group
 TESCO とAligned Contractを交わした酪農家のグループ。TESCOが必要とする飲⽤乳、クリーム向に仕向ける年間110

万トンを供給。
 当初は乳質を⾼めるためのFarm Assurance Schemeの認証を得た600⼾で開始。⽣産カーブで不⾜する分については別

に200⼾の季節契約農家と契約（200⼾は認証農家ではない）。
 800⼾の酪農家は⼀⼾当たり平均180頭の搾乳⽜を飼育、年間8500L／頭の⽣産性。
 800⼾で140万トン⽣産。110万トンはTESCO向け、残り30万トンは乳製品向けに出荷。
 TESCO向け乳価（28〜30ペンス）は⽣産費基準（乳製品向乳価は市場価格（20〜22ペンス）⇒乳価差は8ペンス/L程度。
 ⽣産基準は、Red Tractor DairyとLivestock Practiceの基準をクリアが必須。
 TSDGは定められた⽅式での⽣産を⽰し消費者の信頼を得るための活動。TESCOにとってはイメージ戦略の⼀環。
 2015年11⽉にグループ会議で制度・基準を⾒直し、2016年9⽉から新基準へ変更。

 後述するQVISを採⽤
 200⼾の季節契約農家との契約を解除、新たに150⼾の農家と契約し、グループは750⼾。750⼾すべてが⽣産コス

トの情報を提出。
 Promer社（農業コンサルタント会社）にて⽣産コスト情報を収集、経営分析、会計報告書作成実施。
 Promer社への費⽤はTESCOが負担。
 農家個別の情報はTESCOには知らされず、TESCOはグループの平均値として⽣産コストを評価。
 制度⾒直しにて、乳価決定を飼料価格の変化に合わせるよう6か⽉毎から3か⽉毎へ変更。
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２．QVISによる評価
 QVISは、Quality、Value、Innovation、Serviceの頭⽂字でこの順に評価・判定。
 2016年9⽉から採⽤。3か⽉ごとに⾃⼰申告で評価を実施（後⽇、監査⼈が赴き確認実施）
 バランススコアカードとして個別農家の評価に利⽤。
 TSDG全体の平均と⽐較し、成績の良い農家は褒章、悪い農家はサポートの上、改善なきは再契約せず。

 QVISにてトップ5％の農家には次年度の⽣産枠を100トン追加。
 ボトム5％にはサポートを⾏い、3か⽉で改善されなければ、その3か⽉後には契約解除。
 年に１回の判定。

 サポート（指導）体制
乳質：乳業メーカー、アニマルウェルフェア：リバプール⼤学、会計⾯：Promer

 Quality：乳質、家畜の健康（DHI) 、アニマルウェルフェア、環境美化などを評価。全体評価中38％のウェイト。
 Value：⽣産効率、カーボンフットプリントなどを評価。34％のウェイト。
 Innovation：持続可能性、効率化のための投資活動、後継者確保などを評価。
 Service：消費者へのメッセージ発信に対するサポート、TESCO主催の経営改善のための会議への出席率などを評価。
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２．QVISによる評価

 配点、評価重点箇所等は、参加農家も⼊ったTSDG委員会にて決定。
 このシステムは今年度（2016年）からなので、まだ契約解除になった

農家はない。
 5年ほど回していくことにより、全体のレベルアップを期待。
 全体の⽔準がTESCOの求める⽔準になればボトムカットはしない予定。
 現状はトップとボトムで9ペンス/Lほどの⽣産コストの差。
 TSDGに⼊りたいというウェイティングリストは⼗分あり、乳量確保の

⼼配なし。
 新規契約者についてはリクルートメント・スコアカードにて評価し、

成績上位者から契約。
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３．⽣産コストと乳価

 TSDGの乳価はグループの平均⽣産コストと同価
 ⽣産コストは⽣乳⽣産に係る部分のみ
 家族労働費・副産物収⼊などが利益
 平均以上に効率化することで収益性増加との考え⽅

項目 単価（pence/L) 適用

変動費 15.54 飼料、授精、敷料、薬品、種苗、肥料等

間接費 11.29 光熱・燃料費、補修、雇用、保険、賃料、利子等

減価償却 1.88

小計 生乳生産費 28.71

費用調整 -0.10 年間での飼料・燃料・肥料の価格変動

合計 28.61 運賃含まず

2016年4月～2017年3月乳価
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４．ＭＭＢ解体との関係

MMB解体がTESCOに酪農取引参⼊を選択させた

環境変化の認識
MMB解体→価格乱⾼下→乳価・市場価格下落→⽣産量減

現状認識
市場任せでは必要乳量確保ができない
英国の消費者は酪農への強い思いを持っている

事業継続・消費者対応を考え現⾏の取り組みにつなげた
MMBが解体されなければこのような取り組みは⾏わなかった
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④調査先の概要

英国での乳価の⼤幅下落から酪農家がデモンストレーションを⾏い、消費者は安い⽜乳を販売する流通にも責任があると反
応を⽰したことなどを契機に、2008年9⽉に設⽴された。

設⽴趣旨は、業界が協⼒して酪農⽣産者の経営⽔準を上げ、乳のサプライチェーンが可能な限り公平で効率の良いものであ
るよう保証することができるよう調査・研究を⾏う施設。リバプール⼤学と英国⼤⼿流通TESCOが協働して設⽴し、2008年9
⽉〜2014年まで契約。その後さらに3年間延⻑されている。原資はTESCOと協賛団体が出資。

【視察した施設】
Tesco Dairy Centre of Excellence
University of Liverpool, Faculty of Veterinary Science, Wood Park Farm

終了後、TESCO農業部⾨マネージャーのニック・パー
ソン⽒とロブ・スミス⽒と記念撮影。
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９. 報告④−牧場調査−

【報告者】
株式会社明治 執⾏役員酪農部⻑ ⽊島 俊⾏
全国酪農業協同組合連合会 購買部 酪農⽣産指導室 課⻑ 丹⼾ 靖
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①要 約

ウェールズにおいて、異なる経営スタイルの2牧場の視察・調査をおこなった（①放牧・季節繁殖を⾏い加⼯向の⽣乳販売を
⾏うクリス牧場、②放牧と舎飼で飲⽤向に⽣乳を販売するマンセル牧場）。

なお、⽣乳の⽤途区分については、⽇本のように⽣乳の仕向け先で明確に区分されているというより、ミルクマーク時代のタ
イプ別販売の延⻑で年間⼀定量の出荷＝飲⽤向、増減の⼤きな出荷＝加⼯向とされている。
 クリス牧場の経営発展の原動⼒は、放牧地の拡⼤と草地の徹底管理である。これらにより、加⼯向に適した乳成分や乳⽤

⽜の⻑命連産を実現している。
 マンセル牧場は、個体乳量を求める経営をしながらも穀類を⾃給しているため、飼料コストが安価である点が強みである。
 乳価低迷の時期を耐え抜いた両牧場の共通点は、コスト意識が⾼く、経営戦略が明確であること、そして、施設に対する

投資は最⼩限に抑え、変化に対応する準備を怠らない点である。
 ⽇本と同様に従業員の確保が困難な状況で、⼈件費が年々上昇している。イギリスのEU離脱により他国の安価な労働⼒

の確保ができなくなる可能性があり、コスト⾯では⼤きな懸念材料となっている。

Christpher Jamesʼs Home Farm Mansel Raimondʼs Home Farm
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②Christpher Jamesʼs Home Farm

２．経営の特徴

クリス牧場は、放牧・季節分娩を⾏うNZ・アイルランド⽅式の牧場である。乳

⽤⽜の品種はニュージーランドフリージャンとジャージーの交雑種のため、個体

乳量は5,000kg/頭・年と低いが、乳成分は⼀年を通して⾼い（乳脂肪4.7％、乳

蛋⽩3.7%）。この特性を活かし、⽣乳出荷は加⼯向に特化した契約を結んでいる。

季節分娩を取り⼊れる酪農経営はイングランド全⼟でも5％程度しかおらず、希

な経営形態であることが分かる。

牧場は、家族経営の酪農ビジネス会社として運営されており、クリス・ジェー

ムス⽒が代表を務める。クリス⽒は牧場経営の他、AHDB Dairyの現役員、地域

協議会及びGrassland Societyの元会⻑の経歴を持つ。

１．経営概況

経産⽜ 2,500頭 出荷乳量 5,000kg/頭・年
育成⽜ 400頭 圃場⾯積 1,000ha（2.5頭/ha）
⾁⽤⽜ 500頭 労働者数 1家族＋従業員9名

代表のクリス・ジェームス⽒。

⼤⾃然の中でストレスフリーな⽜たち。（仲良し）
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３．飼養／繁殖管理

当牧場では、季節分娩を⾏っているため、2⽉〜3⽉に分娩、4⽉〜5⽉にかけて⼈⼯授精が集中する。分娩後6週までに受胎す
る⽜は約68％、未受胎⽜に対しては、雄⽜による種付けを⾏う。それでも、最終的に全体の6〜7％は未受胎となり、⾁⽤として
販売されている。

放牧体系なので、主たる飼料となるのは、ペレニアルライグラスを主体とした牧草であり、2,500頭の経産⽜を5群に分け管理
している。2⽉の多⾬期や7⽉の乾燥期は良質な牧草が得られないため、配合飼料で賄うことになる（給与量は400kg〜1000kg/
頭・年程度）。

それゆえ、飼養管理で最も⼒を⼊れているのが草地の管理である。⽇本製の⼩型バギーにレーザーセンサーを装着し、牧草の
⾼さを計測している。基本的には毎週、草の成⻑が早い5⽉には毎⽇、このバギーで圃場を駆け巡り、放牧や収穫のタイミングを
⾒極めている。クリス⽒⽈く「このバギーのおかげでビジネスが成⻑できた」と⾔わしめるほどである。

配合飼料の給与量が少なく、放牧で⽜のストレスが少ないことから平均産次は5産、⽇本の平均値2.7産と⽐べると⾮常に⻑
い。更新率は20％程度なので、育成⽜には余剰があり、周辺の農家に販売している。ちなみに、育成⽜の販売価格は1000ポンド
（約15万円＝⼀産次の乳代⾦）とのことであった。

広⼤な牧草地。ウェー
ルズ地⽅は「天空の城
ラピュタ」の舞台のモ
デルにもなっている。 現地の牧草を触って味⾒してチェック。
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４．収⽀

2016年の乳価は13ペンス〜20ペンス/kg。⼀⽅、当牧場の⽣産コストは20ペンス/kg（30円/kg）。今年は⾮常に厳しい経営
環境であるにもかかわらず、クリス⽒は「英国の⼈⼝は増加中で、乳製品の需要も強い。市場価格は必ず上がる。」と酪農環
境にはポジティブな考えを持つ。

飼養管理と共に⽀出⾯で⼤きな要素となっているのが、⼟地への投資である。1,000haの圃場⾯積の内、所有しているのが半
分、残り半分が借地となっている。農地価格は耕種作物や太陽光発電⽤地との奪い合いが激化しているため、20,000ポンド/ha
（約300万円/ha）、賃借料も400ポンド/ha（約60,000円/ha）と⾼値で推移している。⼟地の確保に余念がないクリス⽒は
「農地を拡⼤するコツは、地主を幸せにすること。」と、地域における“共存共栄”の意識が⾼い。

地代と共に、近年コストが上昇しているのは、⼈件費である。新⼈従業員で年収約300万円、牧場⻑クラスは500万円の設定
をしている。年収⾯は⽇本と同⽔準であるが、休暇⽇数は120⽇/年（⽇本は約90⽇/年）の設定となっている。「いい⼈を雇
うためには、その働きに報いなければならない」というクリス⽒の“共存共栄”の理念がここでも表れている。
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５．今後の経営戦略

クリス⽒の放牧・季節繁殖の経営スタイルを貫く意志は固い。現在のスタイルは消費者にも指⽰を受けており、今後も“放
牧”に対するニーズは強まると考える。オーガニックでの⽣産もありえるが、1頭あたりの圃場⾯積が1.5倍必要になることから、
当⾯、オーガニックでの⽣産は取り組まない⽅針である。

直近では、さらなる規模拡⼤を計画しており、放牧地の拡⼤を進めている。また、その際にも常に⼟地⾯積当たりの収益に
は注意を払っている。放牧地の拡⼤に伴い搾乳施設との距離が遠くなることから、搾乳回数を2回/⽇から1回/⽇へ減らす予定
である。乳量の減少や乳房炎のリスクを考えると、⽇本では考えられない経営戦略であるが、「乳量の低下は20%程度、それ
以上に乳成分が上がるため、⼈件費等のトータルコストを考えても、1頭あたりの収益は変わらない」との判断である。乳成分
量で加⼯向の乳価が決まっているので、このような判断になるのであろう。

⼀⽅で、財務的なリスクを回避するため、増頭しても⽜舎には投資しない⽅針を持つ。投資判断は堅実に、経営判断は⼤
胆・迅速という経営者意識を伺うことが出来た。

クリス⽒も⼀⽅の調査先のマンセル⽒も、2013年
に横浜で開催されたWDS2013に参加している。 ⽜と調査団のご対⾯。どんどん⽜が近づいてきた。
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③Mansel Raymond’s Home Farm

１．経営概況
経産⽜ 620頭 出荷乳量 8,500kg/頭・年
育成⽜ 400頭 圃場⾯積 1,440ha（草地1,000ha、畑作440ha）
⾁⽤⽜ 470頭 労働者数 2家族（兄弟）＋ 従業員 計25名

２．経営の特徴

個体乳量を重視した舎飼中⼼の牧場経営を営む。5年前までは、クリス牧場と同様に加⼯向に特化した⽣乳出荷を⾏ってきた
が、現在は乳業メーカーと飲⽤向の契約を結ぶ。

⽣乳出荷を加⼯向から飲⽤向に変更した背景は、イングランドの⽣乳⽣産が減少し、飲⽤向の集荷範囲がウェールズまで
広がってきたこと（イングランドからウェールズへの⾼速道路が開通し輸送時間が⼤幅に短縮したことも⼤きな要因）により、
飲⽤向出荷の環境が整ったことが挙げられる。

マンセル牧場としても、①安定した乳価への期待、②⽜の品種がホルスタインなので⾼泌乳が可能であった、③⼟地がウ
エットで放牧に向いていないと同時に⼟地⾯積の制約で700頭が飼養限界、との事情があったことから、加⼯⽤から飲⽤向けへ
の転換を図っている。クリス牧場とマンセル牧場は同じ地域の牧場であるにも拘わらず、環境や経営戦略が⼤きく異なる点は
興味深い。

マンセル牧場は、酪農以外にもジャガイモ、菜種、⼤⻨⻨芽、栽培を⼿掛けており、それらの経営管理は双⼦の弟と主に共
同経営で⾏っている。

代表のマンセル・レイモンド⽒。



72

４．収⽀

マンセル牧場の乳価はバイヤー（アーラ、ファーストミルク等の組合系メーカー）との交渉で決定されている。2016年9⽉
時点の飲⽤乳価は28ペンス/kg（約42円/kg）とのこと。それに対して、マンセル牧場のコストは26ペンス/kg（約39円/kg）。

濃厚飼料の多くは⾃給飼料で賄うため、飼料費は安価であるが、⼈件費がじわじわと上がり経営を圧迫し始めている。雇⽤
にかかるコストは5ペンス/kg（7.5円/kg）で、⽣乳売上⾼に占める割合は約18％となる（ちなみに、⽇本は10％〜15％）。

今後、イギリス⼈よりも安価な欧州⼈の雇⽤を検討する時期には来ているが、「イギリスのEU離脱の影響でさらに、⼈件費
が⾼騰する可能性がある」と、マンセル⽒は危惧している。

３．飼養／繁殖管理

夏場は放牧、冬場はフリーストール⽜舎（300頭×2棟）での飼養管理を⾏
う。冬場に給与する牧草は昔ながらのタワーサイロとバンカーサイロに保管
されている。⼤⻨等の穀類も⾃給しており、飼料会社から購⼊するのはタン
パク原料の⼤⾖粕と配合飼料のみである。飼料原料はTMRミキサーで撹拌さ
れ、ベルトコンベアー式の⾃動給餌機でフリーストール⽜舎内に給与される。

搾乳施設は8頭ダブル・スイングパーラー⽅式、1.5⼈で搾乳作業⾏う。パー
ラーで個体ごとの乳量データを蓄積することができ、飼料設計や繁殖管理に
役⽴てている。個体乳量が求められる経営だけに、個体管理が徹底している。
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５．今後の経営戦略

今後、乳⽤⽜を620頭から700頭へ増頭、さらに個体乳量を8,500kg/年から9,000kg/年へ増やすことを計画している。今後の

コストアップや乳製品を巡る世界情勢、そして施設や⼟地の利⽤効率を考えると、この規模が適切とのマンセル⽒の判断であ

る。その反⾯、乳⽤⽜の疾病リスクは⾼まるが、「牧場⻑が優秀なので、⼤きな問題は起こらないだろう」と、従業員への信

頼は篤い。

規模拡⼤に際し、新たな施設への投資は⾏わない。「今の酪農情勢では、財務的リスクを負うことはできない。」と、この

点に関してはマンセル⽒と同様の考え⽅を持つ。

今後の課題は、①牧場⻑に次ぐNo.2のスタッフを育てること。②後継者育成である。特に後継者については、兄弟による共

同経営であることから、牧場を2つに分けるか？現状通り共同経営で継続するか？協議が続いている。

マンセル⽒のご⾃宅にて、イングリッ
シュティーとウェールズ地⽅の伝統菓
⼦“ウェルッシュケーキ”をいただきな
がらお話を伺った。

「⼈⼝より⽺の数か多い」と⾔われているウェールズ。⽜たちも
のびのびと暮らしている。 兄弟共同経営の看板。
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10. 報告⑤−市場調査−

【報告者】
⼀般社団法⼈Ｊミルク 総務グループ兼広報グループ 鈴⽊ 浩⼦
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①要 約−⼩売業全体の現状と課題−

TESCO
30.1%

ASDA
17.2%Sainsbury’s

16.7%

Morrisons
12.2%

Co-op
6.4%

１．上位4社で⾷品⼩売りの売上の8割弱を占めており、卸を通さない⾷
品メーカーとの直接取引により流通マージンを節減している。TESCOは今後

も英国トップの⼩売業と予想され、それに続き、ASDAやLiDLによる低価格競
争が影響を与えるであろう。

２．英国は社会階級が確⽴されており、⼩売業のターゲット層が明確に関
わっている。（76⾴参照）

３．英国の⽣産者団体による⾷品の安全性確保への取り組みである「レッ
ドトラクター表⽰制度」が、スーパーマーケットと消費者と酪農家の
間で相乗効果を⽣んでいる。（77⾴参照）

４．英国ではNB商品より利益率の⾼いPB商品が45〜50%（飲⽤⽜乳85%）
と⾮常に⾼いシェアを占める。PB商品は⾼級商品、オーガニック製品、
フェアトレード製品、⾼級ブランド⾷品等のマルチブランド戦略でNB
商品との住み分けを図っている。

主なスーパーマーケット・チェーンの市場シェア

Waitrose
4.4%

Aldi
4.4%

Lidl
2.6%

Iceland
2.0% Others

4.9%

・・・調査先

参考：DEFRA

【英国における⽜乳乳製品について】
① ⽜乳の売上については、英国⼈は⽇常的に⽜乳を使う紅茶やグラノーラの消費率が⾼いため安定している。
② 価格は、⽜乳よりヨーグルトやバターの⽅が安い。
③ EUでは常温保存可能なLL⽜乳がほとんどだが、英国ではパスチャライズド⽜乳が約9割のシェアをもつ。
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【補注】
① ⼀般的に出⾃及び職業によって判断される。
② 収⼊だけでなく、個⼈の⾒解や態度によって判断される。
③ 以前はAとＢは右翼・保守派、それ以外は左翼・社会派と⾔われてい

たが、現在は必ずしもそうではない。
④ 中流階級より収⼊の多い労働者階級もいる。

Ａ：職場における上級管理職や⾼度な専⾨知識者、王室、貴族
Ｂ：職場における中級の管理職管理職や経営者、中度の専⾨知識者
Ｃ１：職場における部⾨管理者、事務職者、下級官吏速射、初級専⾨職者
Ｃ２：熟練⼯
Ｄ：やや熟練⼯や未熟練⼯
Ｅ：年⾦受給者、臨時雇い、最低階級労働者、失業保険受給の失業者

調査先スーパーマーケットのターゲット層

A&B層をターゲットとし、品揃えも⾼級志向。

C1層に加え、近年B層も追加し、⾼品質のPB商品で低価格
競争からは外れて展開。

C1&C2層が対象。PB商品はSainsbury’sより⼤衆向け。

C1&C2層。TESCOやSainsbury’sより後発のディスカウン
ターとして成⻑。Tescoのライバル社。

C2以下の層。TESCO、ASDAに続く低価格路線で少しずつ
シェアを伸ばしている。

参考：DEFRA

英国の社会階級
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英国産農産物の⾷品安全、環境保全、アニマルウェルフェア、労働者福祉などに関する⾼い管理基準を満たしていること
を保証する制度で、2000年6⽉の導⼊当初から⼤⼿のスーパーマーケットも参加して制定された。現在は英国内で定着して
きており、⺠間ベースでのGAP（Good Agricultural Practice：適正農業管理）の推進に⼤きな役割を果たしている。

BSE発⽣後、NFU（現AHDB Dairy）による⼀連のワークショップを通じて、1999年10⽉に「リトルレッドトラクター」
ラベルを導⼊する構想が固まる。2000年春に、管理機関としてAssured Food Standards （AFS／保障⾷品基準）を設⽴。
持続可能な農業と、飼養・栽培、流通・加⼯・包装・販売までのトレーサビリティ基準を満たすことも保障される。

初期のロゴは”British farm standard”（英国農場基準）“と表⽰されていたが、会員が増加し2005年には”Assured Food 
Standards”（保障⾷品基準）に変更。デザインに国旗を追加。⽣産者のために作った制度とされているが、消費者へは⽣産
者に対して保証価格を⽀払っているということ、英国産⾷品が安⼼・安全であることをアピールしている。

認証ロゴマーク

レッドトラクター表⽰制度について
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②調査先 TESCO

英国最⼤の⼩売業。英国内で形式の異なる計3,500以上の店舗を巧みなフォーマット戦略で
経営し、⼤型店の「Tesco Extra」やコンビニエンスストアの「Tesco Express」等で⼤⼩こま
めに顧客を獲得。近年では”FAIR for FARMERS GUARANTEE”と銘打って、TSDGの活動を通
し、⽣産者に優しく公平な企業イメージをアピールしている。

PB商品の⽐率は43％以上。Value（最低価格）、Discount（低価格）、Tesco（中⼼）、
Finest（⾼い品質）の4つのメインブランドを持つ他、オーガニックやグルテンフリーのサブ
ブランドも展開して成功している。

EU離脱決定後、通貨ポンドが急落し、英国内で値上げの嵐が起こった。調査時の10⽉、英
蘭ユニリーバがペースト状の国⺠⾷「マーマメイト」を含む⾷品などの価格を平均で１割値上
げするとTESCOに通告したが、TESCOは値上げに反発し、商品の取り扱いを⼀旦中⽌した。

ヨーグルトは⽜乳より売上上昇。ナチュラル
ヨーグルトが⼈気で、低脂肪の売上は減少。 国籍を超えた農協乳業も拡⼤。

Arla商品のラクトフリーは定
番商品として陳列されている。

PB商品のミルクパッケージには⽣産者
のメッセージ・写真・サイン⼊り。

乳製品エリアのフロアに”FAIR FOR FARMERS“を
アピール。プロモーションに⼒を⼊れている。
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②調査先 Sainsburyʼs

1869年に創業者のジョン・ジェームズ・セインズベリーがロン
ドン中⼼部に夫婦で⽜乳乳製品を扱う⼩さな店をオープンさせた
のが始まり。その後、4店舗に増やした後、1882年に最初のスー
パーマーケットを開店させた。

さらに1950年には英国初のセルフサービス形式の店舗を開店し、
⾼品質な商品とサービス、⾼級感ある内装でディスカウント
ショップとの差別化を図り、20世紀の英国の⼩売業界をリードす
るが、安いだけでなく品質も向上したTESCOにトップの座を奪わ
れてしまった。

1998年に業界不振を打開すべくロゴを改訂。その後、2000年〜
2011年まで国⺠的な有名⼈シェフであるジェイミー・オリバー⽒
をマーケティングに起⽤し、このシェフの⼈気とともに売上も上
昇することに成功した。現在は業界3位を維持している。

LidlやAldiのようなディスカウントの⼩売店が急速に成⻑する中、
「⽣活の向上」を謳い、クオリティを求める顧客向けに、健康、
安全、品質を求めた⾃社ブランド”Taste the difference”や”SO 
Organic”の商品展開に成功し、毎年4％ずつマーケットシェアを
上げている。

コストセーブを謳った詰め替え式のミルクやオーガニックのPB商品も販売し、力を

入れている。また、英国内で日本食材の販売を行っているのはSainsbury’sのみ。
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②調査先 Waitrose

英国王室御⽤達のスーパーで、近年チャー
ルズ皇太⼦のブランド”DUCHY”を購⼊し、
様々な⾼級商品を展開。
”DUCHY”商品は全てオーガニックで、割安
だと好評。商品ラインナップは⽜乳乳製品だ
けでなく、野菜や⾁類、お菓⼦など幅広く取
り揃えている。

PB商品も⼈気で、⼀昨年⽇本のテレビで
Waitroseのグラノーラ（シリアル⾷品）が
紹介され、良質なPB商品と話題になった。
現在、アジア地区、⽇本、韓国へ輸出してお
り、⽇本ではイオングループが販売している。

取り扱う商品は他のスーパーマーケットよ
り種類や品数を多く、価格は同じ商品であっ
ても若⼲⾼い。これは、Aliand契約の内容が
異なるためである。

”DUCHY”のバター。価格は250g
で1.6ポンド（約210円）。⾼い
わけではない。

PB商品のバター。価格は250ｇで1.4
ポンド（約185円）。英国では、⽜乳
よりヨーグルトやバターの⽅がが安い。
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②調査先 Lidl

ドイツ系のディスカウントストアで、近年では同系のAldiと
ともに英国で急成⻑を成し遂げている。ロンドンオリンピック
後にLidlにもレッドトラクターマークが浸透。それまでは全て
輸⼊品だったが、英国産の商品が増えた。

全店舗を同じ規模とレイアウトに徹底しており、商品棚は少
なく、飲料⽔やトイレットペーパーなどの⼤型商品は、納品時
の箱の⼀部を切り取り、取り出せる形にして配置。他のスー
パーマーケットも同様だが、英国では⽜乳は各メーカーのキャ
スター付きカートを使⽤し、納品された状態で店内へ移動。効
率を重視している。⼤きい店舗では1⽇に３回⼊れ替えている。

LidlはTESCOと⽐べると品揃えは豊富ではない。低価格を提
供するために、商品を⼀括調達してコストを削減している。

様々な商品はパレットのまま店内に陳列されている。乳製品
エリアは全て冷蔵（店舗により扉の有無は異なる）。

カートを⾒ると乳業会社がわ
かる。調査したハバ―フォー
ドウエストにはWaiseman社
とmuller社の⼯場あり。
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②調査先 ASDA

1949年創業の英国の⽼舗企業であり、平均売り場⾯積は
英国で最⼤のスーパーマーケット。

1999年に⽶国のWalmart社に買収されて以来、低価格路
線に拍⾞がかかり、同業他社の脅威となる。2003年には英
国第2位の⼩売業となり、2005年にセイフウェイ、2010年
にデンマークのハード・ディスカウンタであるネット―の
英国事業を買収。現在もトップのTESCOを追いかけている。

共働きや単⾝世帯が多い英国では、その社会背景ととも
にレディー・ミール※の先進国とも⾔われている。ASDAは
TESCOに負けない程、レディ・ミールの品揃えがよく、
「グルメ」「健康」「エコノミー」などのテーマに分けて
販売している。

また、英国の販促は「1ポンドセール」と「バンドル販
売」が主流で、1ポンド以下の低価格商品の⼤量陳列は⾏わ
れていない。「2個買えば1個無料」のような平均単価を下
げる販促も⾒られなくなった中、ASDAは「1ポンド商品」
や「2個購⼊で3ポンド」などの販促で勝負している。

チーズエリア。⻩⾊の丸印は「2個購⼊で3ポンド」のエリア。
英国では熟成チェダーが⼈気。

「ダイエット＆ローファッ
ト」のエリアがあるが、最
近はナチュラルヨーグルト
が⼈気。

【注釈：レディーミール（READY MEAL）】
パック詰めされた⼀⼈前の調理済み⾷品で、電⼦レンジ
で加熱するだけの冷凍⾷品または冷蔵⾷品のこと。
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③PB商品の価格⽐較表（参考）

Sainsbury’s
16.7%

⼀般社団法⼈Ｊミルク調査
平成29年2⽉
1ポンド=130円で換算
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11. 英国における酪農乳業の現状と課題
（わが国への含意）
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名古屋⼤学⼤学院 ⽵下 広宣 准教授
【略歴】
1994年3⽉京都⼤学農学部卒業、1994年から1995年⽇本放送協会職員、1998年京都⼤学⼤学院農学研究科修⼠課程修了
（農学修⼠）、2004年京都⼤学⼤学院農学研究科博⼠課程修了（博⼠（農学））。⽇本学術振興会特別研究員、京都⼤
学地球環境学堂研修員を経て、2006年4⽉より⽇本⼤学⽣物資源科学部専任講師、2013年4⽉より同准教授。2011年3⽉
から2012年3⽉フィレンツェ⼤学客員研究員。2016年4⽉より現職。乳の学術連合、乳の社会⽂化ネットワーク会員。

現在、英国の⽣乳取引市場は、1994年までMMBが独占販売していた時代とは異なる。⽣乳価格はMMB時代よりも下がり、国際
市場のコモディティ商品の価格変動の影響を直接的に受けている。経済学では、独占市場から競争市場への移⾏の狙いは、⽜乳乳
製品のコモディティ商品価格の低下と需給量の増加であり、これを通じて、⽣産者利潤の⼀部を消費者に移転し、かつ、社会全体
の利潤拡⼤することにある。しかし、英国では⽣乳⽣産量増加やコモディティ商品の明らかな価格低下はないことから、価格交渉
⼒を失った酪農⽣産者の利潤の移転はサプライチェーン内に留まっているようである。したがって、MMB時代と⽐べて、酪農⽣
産者が得たのは価格リスク負担だけと⾔えるであろう。価格リスク負担を酪農⽣産者が負うことそのものは問題とは⾔えない。場
合によっては、価格の⾼⽔準安定は、⽣産効率改善のインセンティブにならない。しかし、経営効率性改善や規模拡⼤に不可⽋な
投資を⽣産者ができないほどの価格リスクは望ましくないであろう。実態を直接には掴めていないが、本調査で訪問した酪農⽣産
者の⽅からは融資を受けられない話を⽿にしたこと、加えて、近年、経営効率性に優れた⼤規模舎飼い式農場が増えてきている事
実から、放牧地を持つ農場は必要な融資を受けにくい環境にあると推察される。今後、融資制度の整備も⼀つの課題になるであろ
う。ただし、⼤⼿⼩売企業の対応を⾒るに、⽣産者が抱える課題は他にもある。

2007年以降、⼤⼿⼩売企業がPB商品原材料乳にプレミアムを上乗せする提携契約を酪農⽣産者と結ぶようになった。本調査で
訪問したTESCOでは⽣産者の平均費⽤をもとに乳価を決定し、その内訳を公表している。また、今年から新たに採⽤している契約
には、契約⽣産者全員の費⽤構造の把握を外部調査会社に委託しその結果に基づく経営改善の指導も組み込まれた。また、然るべ
き改善がなされない場合には契約解除となる。さらには、消費者対応や会議出席など直接の⽣産以外の活動も含め、⽣産者を評価
する。このような仕組みの登場は、⼩売企業や⼀部の経営最適な⽣産者から⾒て、経営改善余地を⼤きく残す⽣産者が少なくない
ことを意味する。



86

12．おわりに

今回の英国酪農乳業現地調査は、実質的には４⽇間という短いもので、かつイングランドとウェールズを
バスで横断するという⼤変ハードなものでした。しかし、その中で、⽣産・流通・製造・消費といった英国
のミルクサプライチェーンの全体について、その構造や課題をかなり深く調査することができたと思います。
こうした調査が可能であったのは、横浜で開催されたＷＤＳ2013などを契機として、⽇本と英国の酪農乳業
関係者の親密なネットワークが作られていたからです。

今後、わが国の⽜乳乳製品市場は、これまで以上に国際化が進むことになるでしょう。その結果、わが国
の酪農乳業産業は、欧⽶やアジアの酪農乳業の動向、国際乳製品市場の僅かな変化に影響を受けることにな
る可能性があります。また、世界の酪農セクターは、⼈⼝の増加や地球温暖化などを背景とした⾷料問題の
深刻化の中で、酪農乳業産業の持続可能性と安定性を強化するための共同の取り組みを進めて⾏くことが不
可⽋です。

こうした状況や課題を踏まえると、⽇本の酪農乳業にあっても、国際的な動向について適時適切に情報を
収集・分析し、業界関係者に分かりやすい形で提供する体制を作ることが必要です。

Ｊミルクとしては、今回の調査の成果や課題も踏まえつつ、ＩＤＦ・ＧＤＰ・ＩＦＣＮなどの国際組織と
の連携、主要な酪農関係国の業界関係者との連携を強化して参ります。引き続き、関係者の皆さんのご⽀
援・ご協⼒をお願い致します。 ２０１７年２⽉ ⼀般社団法⼈Ｊミルク 前⽥ 浩史
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13．英国関係者及び調査団

Special thanks２
UK Coordinator &Translator
Ms. Yurie Fujihara
現地コーディネーター兼通訳
藤原 百合恵⽒

Dairy UK
Policy & Sustainability Director
Mr.Peter Dawson
政策・持続可能性部⾨ 部⻑
ピーター・ドーソン ⽒

Christpher Jamesʼs Home Farm
PasturerAHDB Dairy board member
Mr.Christpher James
牧場主／AHDB Dairy役員
クリストファー・ジェームス ⽒

Mansel Raymondʼs Home Farm
PasturerCopa Cogeca Milk Working 
Party Group, President
Mr.Mansel Raymond
牧場主／ヨーロッパ農業⽣産者団体酪農グルー
プ会⻑ ／元NFU 酪農部⾨代表
マンセル・レイモンド ⽒

Tesco PLC
Agricultual Manager
Dr. Nic Parsons
農業部⾨ マネージャー
ニック・パーソンズ ⽒

AHDB Dairy
Head of Dairy Development Wales
Ms. Delyth Davies
ウエールズ酪農発展部⾨トップ
ディリス・デイヴィーズ ⽒

Tesco Dairy Centre of Excellence
Dr. Rob Smith
テスコ酪農研究所プロジェクトの代表研究者
ロブ・スミス ⽒

Special thanks１
Farmer/ Manor house’s orner
Donald and Lorna Tyson
酪農家／農家民宿経営者
ドナルド＆ローナ・タイソン夫妻
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全国農業協同組合連合会
酪農部 乳製品第⼀課 課⻑
⼭⽥ 博之

全国酪農業協同組合連合会
購買部 酪農⽣産指導室 課⻑
丹⼾ 靖

⼀般社団法⼈ ⽇本乳業協会
常務理事 本郷 秀毅

株式会社 明治
執⾏役員 酪農部⻑
⽊島 俊⾏

森永乳業株式会社
執⾏役員 酪農部⻑
東倉 健⼈

雪印メグミルク株式会社
取締役常務執⾏役員 酪農部⻑
⼩板橋 正⼈

名古屋⼤学⼤学院
⽣命農学研究科
准教授 ⽵下 広宣

東京⼤学⼤学院
経済学研究科
准教授 ⽮坂 雅充

⼀般社団法⼈ Ｊミルク
専務理事 前⽥ 浩史

⼀般社団法⼈ Ｊミルク
総務グループ兼広報グループ
鈴⽊ 浩⼦



ご協力とご支援をいただいた全ての方々に心より感謝申し上げるとともに、
当現地調査がわが国酪農乳業の発展に少しでも寄与できることを願っております。

Japan Dairy Association

Thank you for 
everything.


